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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成31年1月31日(2019.1.31)

【公表番号】特表2018-505930(P2018-505930A)
【公表日】平成30年3月1日(2018.3.1)
【年通号数】公開・登録公報2018-008
【出願番号】特願2017-532776(P2017-532776)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｇ  69/26     (2006.01)
   Ｃ０８Ｇ  18/60     (2006.01)
   Ｃ０８Ｇ  18/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 177/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ   7/40     (2018.01)
   Ｃ０９Ｄ   5/02     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ 177/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ  11/00     (2014.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｇ   69/26     　　　　
   Ｃ０８Ｇ   18/60     　　　　
   Ｃ０８Ｇ   18/00     　　　Ｃ
   Ｃ０９Ｄ  177/00     　　　　
   Ｃ０９Ｄ    7/12     　　　　
   Ｃ０９Ｄ    5/02     　　　　
   Ｃ０９Ｊ  177/00     　　　　
   Ｃ０９Ｄ   11/00     　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成30年12月13日(2018.12.13)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つのポリカルボン酸および／またはその無水物と、第一級もしくは第二級
アミン基を有する少なくとも１つのアミンモノマーまたはアミン末端ポリアミドとのポリ
アミド縮合反応生成物を含む水分散性ポリアミドであって、前記ポリアミド反応生成物が
、前記少なくとも１つのポリカルボン酸に由来する、１～１００ｍｇＫＯＨ／ポリアミド
１グラムの滴定可能な酸含有量を有する、水分散性ポリアミド。
【請求項２】
　前記滴定可能な酸含有量が１０～６０ｍｇＫＯＨ／グラムである、請求項１に記載の水
分散性ポリアミド。
【請求項３】
　前記水分散性ポリアミドが、５００～５０，０００ｇ／モルの数平均分子量を有する、
請求項１または２に記載の水分散性ポリアミド。
【請求項４】
　前記ポリアミドは、アミド形成のための第三級アミン触媒の存在下で形成されたもので
ある、請求項３に記載の水分散性ポリアミド。
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【請求項５】
　前記水分散性ポリアミドが、５００～３０，０００ｇ／モルの数平均分子量を有する、
請求項１または２に記載の水分散性ポリアミド。
【請求項６】
　前記少なくとも１つのアミンモノマーが、前記ポリカルボン酸またはその無水物と反応
し、前記アミンモノマーが、２つまたはそれ超の第一級または第二級アミン基を有するポ
リアミンを含む、請求項１から５のいずれかに記載の水分散性ポリアミド。
【請求項７】
　前記水分散性ポリアミドが、水相への分散前または分散中にｐＨ７超に中和される、請
求項１から６のいずれかに記載の水分散性ポリアミド。
【請求項８】
　前記ポリカルボン酸またはその無水物と、少なくとも１つのアミンモノマーまたは前記
アミン末端ポリアミドとの反応から形成された前記ポリアミドが、末端第一級または第二
級アミン基を有する、請求項１から７のいずれかに記載の水分散性ポリアミド。
【請求項９】
　前記第一級または第二級末端アミン基のうちの少なくとも５０モル％が第二級アミン基
である、請求項８に記載の水分散性ポリアミド。
【請求項１０】
　別の種とさらに反応して、前記アミン末端基（複数可）をイソシアネート末端基、エポ
キシ末端基、ビニル末端基、シラン末端基またはアセトアセトネート末端基に変換させた
、請求項８または９に記載の水分散性ポリアミド。
【請求項１１】
　ａ）水性連続相と、
ｂ）少なくとも１つのポリカルボン酸および／またはその無水物と、第一級もしくは第二
級アミン基を有する少なくとも１つのアミンモノマーまたはアミン末端ポリアミドとのポ
リアミド縮合反応生成物であって、前記ポリアミド縮合反応生成物が、前記少なくとも１
つのポリカルボン酸に由来する、１～１００ｍｇＫＯＨ／ポリアミド１グラムの滴定可能
な酸含有量を有する、ポリアミド縮合反応生成物と
を含み、
ｃ）前記ポリアミド縮合反応生成物が、水中分散性であると特徴付けられ、水と混合した
場合、水中でコロイド状に安定的なポリアミドの分散物を形成する、水中ポリアミド分散
物。
【請求項１２】
　前記ポリアミド縮合反応生成物が、５００～５０，０００ｇ／モルの分子量を有し、少
なくとも１つの第一級または第二級アミン基を有する前記アミンモノマーと反応させた前
記ポリカルボン酸および／またはその無水物に由来する少なくとも２つのアミド結合を有
する、請求項１１に記載の水中ポリアミド分散物。
【請求項１３】
　前記ポリアミド反応生成物が、少なくとも１つの引き抜き可能なＨを有する少なくとも
１つのアミン末端基を含む、請求項１１または１２に記載のポリアミド分散物。
【請求項１４】
　前記ポリアミド反応生成物が、水への分散後、水中の前記ポリアミドの分散物のアミン
末端基に対して共有結合を形成する多官能性反応物と反応することによって鎖延長してい
る、請求項１３に記載のポリアミド分散物。
【請求項１５】
　前記多官能性反応物が脂肪族または芳香族ポリイソシアネートである、請求項１４に記
載のポリアミド分散物。
【請求項１６】
　少なくとも１つの末端アミン基を有する前記ポリアミド反応生成物が、前記アミン末端
基を、アミン末端基と共有結合を形成することが可能な反応物と反応させることによって
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、イソシアネート、エポキシ、アセトアセトネート、またはビニル末端基でさらに官能化
され、前記反応物が、さらなるイソシアネート、エポキシ、シラン、アセトアセトネート
、またはビニル官能基も有する、請求項１３に記載のポリアミド分散物。
【請求項１７】
　前記シランは、アルコキシシランである、請求項１６に記載のポリアミド分散物。
【請求項１８】
　前記分散物が、１つまたは複数のエチレン性不飽和モノマーまたは前記エチレン性不飽
和モノマーからのポリマーを含む、請求項１６または１７に記載のポリアミド分散物。
【請求項１９】
　前記分散物が、ハイブリッドとも呼ばれることがある、ポリアミドとフリーラジカル重
合したポリマーとのブレンドである、請求項１６～１８のいずれか一項に記載のポリアミ
ド分散物。
【請求項２０】
　水分散性ポリアミド構築ブロックを形成するための方法であって、
ａ）少なくとも１つのポリカルボン酸および／またはその無水物を、第一級もしくは第二
級アミン基を有する少なくとも１つのアミンモノマーまたはアミン末端ポリアミドと反応
させて、ポリアミド毎に平均して少なくとも２つのポリアミド結合を有し、引き抜き可能
なＨを有する末端アミン基を平均して少なくとも１つ有するポリアミド反応生成物を形成
するステップと、
ｂ）得られる分子が、前記ポリカルボン酸および／またはその無水物に由来する、１～６
０ｍｇＫＯＨ／ポリアミド１グラムの滴定可能な酸含有量を有するように、カルボン酸基
とアミン基との比を制御するステップと、
ｃ）前記酸含有量が塩形態でない場合、これを塩形態に変換するステップと、
ｄ）前記ポリアミド反応生成物を水性媒体に分散させて、水中でコロイド状に安定的なポ
リアミドの分散物を形成するステップと
を含む、方法。
【請求項２１】
　前記ポリアミド反応生成物が、ポリアミド分子毎に平均して少なくとも１．８個の末端
第一級または第二級アミン基を有する、請求項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　前記ポリアミド反応生成物が、ポリアミド分子毎に平均して少なくとも１．８個の末端
第二級アミン基を有する、請求項２１に記載の方法。
【請求項２３】
　前記末端第一級または第二級アミン基を、前記分散ステップの後に、２つまたはそれ超
の異なるアミン末端基と共有結合を形成することが可能な多官能性反応物と反応させるこ
とによって、前記末端第一級または第二級アミン基を鎖延長するステップをさらに含む、
請求項２０～２２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２４】
　前記反応物が、ポリイソシアネートである、請求項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　前記反応物が、エチレン性不飽和モノマーを反応性希釈剤として前記ポリアミド中に含
み（水への分散前または分散後）、その後前記エチレン性不飽和モノマーを重合させて、
ポリアミドとエチレン性不飽和モノマー（複数可）からのポリマーとのハイブリッドポリ
マーを形成する、請求項２４に記載の方法。
【請求項２６】
　少なくとも１つの第一級または第二級末端アミン基を有する前記ポリアミド反応生成物
が、前記ポリアミド形成反応の後であって水への分散前または後に、前記末端第一級また
は第二級アミン基を、前記第一級または第二級アミン基と共有結合を形成することが可能
な反応性基を有し、さらなるイソシアネート反応性基、エポキシ基、シラン、アセトアセ
トネート基、またはビニル基を有する反応物と反応させることによって官能化される、請
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求項２０～２２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２７】
　シランが、アルコキシシランである、請求項２６に記載の方法。
【請求項２８】
　方法請求項２０～２７のいずれかの反応生成物。
【請求項２９】
　コーティング、インク、または接着剤に使用される、請求項２８に記載の反応生成物。
【請求項３０】
　コーティング、インクまたは接着剤に使用される、請求項１１～１９のいずれかに記載
のポリアミド分散物。
 
 
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２１】
　特定の代表的な実施形態および詳細を本発明を例示する目的のために示してきたが、本
発明の範囲から逸脱することなくこの中に様々な変更および修正を加えることができるこ
とは当業者には明らかである。
　本発明の実施形態において、例えば以下の項目が提供される。
（項目１）
　少なくとも１つのポリカルボン酸および／またはその無水物と、第一級もしくは第二級
アミン基を有する少なくとも１つのアミンモノマーまたはアミン末端ポリアミドとのポリ
アミド縮合反応生成物を含む水分散性ポリアミドであって、前記ポリアミド反応生成物が
、前記少なくとも１つのポリカルボン酸に由来する、約１～約１００ｍｇＫＯＨ／ポリア
ミド１グラムの滴定可能な酸含有量を有する、水分散性ポリアミド。
（項目２）
　前記滴定可能な酸含有量が約１０～約６０ｍｇＫＯＨ／グラムである、項目１に記載の
水分散性ポリアミド。
（項目３）
　前記水分散性ポリアミドが、約５００～約５０，０００ｇ／モルの数平均分子量を有す
る（望ましくは、前記ポリアミドは、アミド形成のための第三級アミン触媒の存在下で形
成されている）、項目１または２に記載の水分散性ポリアミド。
（項目４）
　前記水分散性ポリアミドが、約５００～約３０，０００ｇ／モルの数平均分子量を有す
る、項目１または２に記載の水分散性ポリアミド。
（項目５）
　前記少なくとも１つのアミンモノマーが、前記ポリカルボン酸またはその無水物と反応
し、前記アミンモノマーが、２つまたはそれ超の第一級または第二級アミン基を有するポ
リアミンを含む、項目１から４のいずれかに記載の水分散性ポリアミド。
（項目６）
　前記水分散性ポリアミドが、水相への分散前または分散中にｐＨ７超に中和される、項
目１から５のいずれかに記載の水分散性ポリアミド。
（項目７）
　前記ポリカルボン酸またはその無水物と、少なくとも１つのアミンモノマーまたは前記
アミン末端ポリアミドとの反応から形成された前記ポリアミドが、末端第一級または第二
級アミン基を有する、項目１から６のいずれかに記載の水分散性ポリアミド。
（項目８）
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　前記第一級または第二級末端アミン基のうちの少なくとも５０モル％が第二級アミン基
である、項目７に記載の水分散性ポリアミド。
（項目９）
　別の種とさらに反応して、前記アミン末端基（複数可）をイソシアネート末端基、エポ
キシ末端基、ビニル末端基、シラン末端基またはアセトアセトネート（acetoacetonoate
）末端基に変換させた、項目７または８に記載の水分散性ポリアミド。
（項目１０）
　ａ）水性連続相と、
ｂ）少なくとも１つのポリカルボン酸および／またはその無水物と、第一級もしくは第二
級アミン基を有する少なくとも１つのアミンモノマーまたはアミン末端ポリアミドとのポ
リアミド縮合反応生成物であって、前記ポリアミド縮合反応生成物が、前記少なくとも１
つのポリカルボン酸に由来する、約１～約１００ｍｇＫＯＨ／ポリアミド１グラムの滴定
可能な酸含有量を有する、ポリアミド縮合反応生成物と
を含み、
ｃ）前記ポリアミド縮合反応生成物が、水中分散性であると特徴付けられ、水と混合した
場合、水中でコロイド状に安定的なポリアミドの分散物を形成する、水中ポリアミド分散
物。
（項目１１）
　前記ポリアミド縮合反応生成物が、約５００～約５０，０００ｇ／モルの分子量を有し
、少なくとも１つの第一級または第二級アミン基を有する前記アミンモノマーと反応させ
た前記ポリカルボン酸および／またはその無水物に由来する少なくとも２つのアミド結合
を有する、項目１０に記載の水中ポリアミド分散物。
（項目１２）
　前記ポリアミド反応生成物が、少なくとも１つの引き抜き可能なＨを有する少なくとも
１つのアミン末端基を含む、項目１０または１１に記載のポリアミド分散物。
（項目１３）
　前記ポリアミド反応生成物が、水への分散後、水中の前記ポリアミドの分散物のアミン
末端基に対して共有結合を形成する多官能性反応物と反応することによって鎖延長してい
る、項目１２に記載のポリアミド分散物。
（項目１４）
　前記多官能性反応物が脂肪族または芳香族ポリイソシアネートである、項目１３に記載
のポリアミド分散物。
（項目１５）
　少なくとも１つの末端アミン基を有する前記ポリアミド反応生成物が、前記アミン末端
基を、アミン末端基と共有結合を形成することが可能な反応物と反応させることによって
、イソシアネート、エポキシ、アセトアセトネート、またはビニル末端基でさらに官能化
され、前記反応物が、さらなるイソシアネート、エポキシ、シラン（例えば、アルコキシ
シラン）アセトアセトネート、またはビニル官能基も有する（および任意選択で、前記分
散物が１つまたは複数のエチレン性不飽和モノマーまたは前記エチレン性不飽和モノマー
からのポリマーを含み、例えば、ハイブリッドとも呼ばれることがある、ポリアミドとフ
リーラジカル重合したポリマーとのブレンドである）、項目１２に記載のポリアミド分散
物。
（項目１６）
　水分散性ポリアミド構築ブロックを形成するための方法であって、
ａ）少なくとも１つのポリカルボン酸および／またはその無水物を、第一級もしくは第二
級アミン基を有する少なくとも１つのアミンモノマーまたはアミン末端ポリアミドと反応
させて、ポリアミド毎に平均して少なくとも２つのポリアミド結合を有し、引き抜き可能
なＨを有する末端アミン基を平均して少なくとも１つ有するポリアミド反応生成物を形成
するステップと、
ｂ）得られる分子が、前記ポリカルボン酸および／またはその無水物に由来する、約１～
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約６０ｍｇＫＯＨ／ポリアミド１グラムの滴定可能な酸含有量を有するように、カルボン
酸基とアミン基との比を制御するステップと、
ｃ）前記酸含有量が塩形態でない場合、これを塩形態に変換するステップと、
ｄ）前記ポリアミド反応生成物を水性媒体に分散させて、水中でコロイド状に安定的なポ
リアミドの分散物を形成するステップと
を含む、方法。
（項目１７）
　前記ポリアミド反応生成物が、ポリアミド分子毎に平均して少なくとも１．８個の末端
第一級または第二級アミン基（好ましくは、ポリアミド分子毎に少なくとも１．８個の末
端第二級アミン基）を有する、項目１６に記載の方法。
（項目１８）
　前記末端第一級または第二級アミン基を、前記分散ステップの後に、２つまたはそれ超
の異なるアミン末端基と共有結合を形成することが可能な多官能性反応物と反応させるこ
とによって、前記末端第一級または第二級アミン基を鎖延長するステップをさらに含む、
項目１６または１７に記載の方法。
（項目１９）
　前記反応物が、ポリイソシアネートである（任意選択で、エチレン性不飽和モノマーを
反応性希釈剤として前記ポリアミド中に含み（水への分散前または分散後）、その後前記
エチレン性不飽和モノマーを重合させて、ポリアミドとエチレン性不飽和モノマー（複数
可）からのポリマーとのハイブリッドポリマーを形成する）、項目１８に記載の方法。
（項目２０）
　少なくとも１つの第一級または第二級末端アミン基を有する前記ポリアミド反応生成物
が、前記ポリアミド形成反応の後であって水への分散前または後に、前記末端第一級また
は第二級アミン基を、前記第一級または第二級アミン基と共有結合を形成することが可能
な反応性基を有し、さらなるイソシアネート反応性基、エポキシ基、シラン（例えばアル
コキシシラン）、アセトアセトネート基、またはビニル基を有する反応物と反応させるこ
とによって官能化される、項目１６または１７に記載の方法。
（項目２１）
　方法項目１６から２０のいずれかの反応生成物。
（項目２２）
　コーティング、インク、または接着剤に使用される、項目２１に記載の反応生成物。
（項目２３）
　コーティング、インクまたは接着剤に使用される、項目１０から１５のいずれかに記載
のポリアミド分散物。
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